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月60時間超の時間外労働割増率の引き上げ

出典：厚生労働省『2023年4月1日から月60時間を超える時間外労働の割増賃金率が引き上げられます』リーフレット

・中小企業の時間外労働の月60時間超の割増率 2023/4
法定労働時間の8時間超え60時間以内 ⇒25％

〃 60時間超え ⇒50％

働き方改革関連法改正

Point
時間外労働賃金割増率は法定労働時間の8時間を超え60時間以下は25％で、
60時間を超える労働時間は50％、これまでの2倍になります。



R2(2020)/4/1 R4(2022)/4/1 R5(2025)/4/1

この1年間の間に請求があった場合は
請求日からR2/4/1まで遡った期間が時効

請求日

請求日

R5/4/1以降
は

時効3年

時効（遡り期間）3年に到達

請求日 R5/4/1

時効3年

請求日

時効

時効

2020年4月以降に支払い期日が到来する賃金請求権

出典：石原清美（2022）『中小企業のためのトラック運送業の時間外労働削減の実務』



労働時間状況の把握

正しい労働時間管理

労働者の健康

正当な賃金支払い業務の効率化

過重労働削減

労働時間の状況把握
時短への意識の向上

賃金不払いによる
高額請求リスク回避

なぜ、時間外労働の制限が厳しくなっているの？

労働時間状況の把握・正しい時間管理による
労働環境の改善のため



これから、正しい時間管理をしないと…

・勤務時間が不明なので、過重労働の可能性があり、

勤務時間が長時間になりがち

→ 日常的な時間管理で従業員の健康管理

→ 法令を順守し、時短への意識で業務の効率化

・時間管理をしておらず時間外労働時間が不明なので

賃金不払いで高額請求の可能性あり

→ 正しい時間管理で正当な賃金支払い

労働時間管理の問題点とその知識

正しい時間管理による時間外労働60時間以内



労働時間状況の把握（改正安衛法６６の８の３）

全労働者（管理監督者等も含む）について、その労働時間の状況

（労働者がいかなる時間帯にどの程度の労働時間を

提供し得る状態にあったかの状況）

①タイムカードの記録

②パソコンの使用時間の記録等

客観的な方法によって適切に把握することが原則

やむを得ず客観的な方法により労働時間の状況を把握し難い場合

労働者からの自主申告による方法（一定の要件が必要）が

認められる場合が有ります。

Point
タイムカードで始業終業時刻の記録を行っている事業所は、
事業所入退場の時刻が始業終業時刻とは限らず、
実際に仕事を始める前、仕事が終わった時の打刻でもOK。

https://www.check-roudou.mhlw.go.jp/study/roudousya_hatarakikatakaikaku.html


労働時間とは？

労働時間とは、

賃金を支払わなければならない時間で、

従業員が会社の監督、指揮命令下にある時間

のことです。
（実際に作業していない待機時間や仮眠時間といった”手待ち時間 “ も

会社の監督、指揮命令下にあれば、労働時間となります。）



労働時間には？

出典：厚生労働省『時間外労働の上限規制わかりやすい解説』

法定労働時間

1日8時間・1週40時間の限度が定められて

いますが、36協定を締結し届出すること

で、免罰効果が発生します。

法定労働時間を超えて労働を行うと時間外

労働の賃金の割増の支払いが必要となりま

す。

所定労働時間

労働契約や就業規則などで会社によって定

められた労働時間です。

法定時間の８時間が多いのですが、それよ

り短い７時間30分などと、定めている会社

もあります。



休憩時間とは？

労働者が自由にできる時間で、労働時間ではないので賃金は発生しません。

①休憩時間は一斉に与える

②労働時間の途中に与える

③自由に利用できる

1日の労働時間で

必要な休憩時間

6時間超え

8時間まで

４５分間

8時間超え

1時間以上

Point
商業や接客娯楽業、運輸交通業の場合は、この一斉休憩の適用除外
なので、自由にとることが出来ます。
つまり、1日８時間以上の労働時間がある場合は一斉に継続して
１時間以上の休憩にこだわる必要性はなく、１日の労働時間の
途中での休憩時間が合計して、１時間以上あればよいと解されます。



休日とは、

従業員が働く義務のない日で、法定休日と所定休日があります。

法定休日

1週間に1日もしくは、4週間に4日の休日を

与えなければなりません。

法定休日は、0時から24時間の暦日単位が、

原則です。

所定休日

労働契約や就業規則などで、

会社で定められた休日をいいます。

Point
週休2日制で土曜日、日曜日で出勤した場合は、
先に出勤した日（1週で6日目）が、時間外労働となり、
1週で7日目が、休日労働となります。



休日とは、

Point
土曜日の出勤日が多い会社は、変形労働時間制などの採用が有効

出典：愛媛労働局『休憩(第34条) 休日(第35条)』HPより



法定労働時間を超える労働を行った場合は、賃金の割増が発生

出典：東京労働局『しっかりマスター労働基準法割増賃金編』

Point
割増賃金の支払いが必要となる場合は3種類あり、
できるだけシンプルに①時間外手当②休日手当③深夜手当を別々に
時間を計算してはどうでしょうか。



法定労働時間を超える労働を行った場合は、賃金の割増が発生

出典：東京労働局『しっかりマスター労働基準法割増賃金編』

出典：東京労働局『しっかりマスター労働基準法割増賃金編』



法定労働時間を超える労働を行った場合は、賃金の割増が発生

出典：東京労働局『しっかりマスター労働基準法割増賃金編』



法定労働時間を超える労働を行った場合は、賃金の割増が発生

出典：東京労働局『しっかりマスター労働基準法割増賃金編』

出典：東京労働局『しっかりマスター労働基準法割増賃金編』

Point
休日労働であっても、深夜時間帯（22時～5時）には、深夜手当が必要
となります。



法定労働時間を超える労働を行った場合は、賃金の割増が発生

出典：東京労働局『しっかりマスター労働基準法割増賃金編』

・1ヶ月のうち、深夜時間帯に勤務した時間を集計して、25％を乗じれば、
深夜手当の額が計算できます。

・法定労働時間を超えて時間外労働時間となり、深夜労働時間帯に
突入した場合は、時間外労働（125％）と、深夜労働（25％）の両方に
該当します。

出典：東京労働局『しっかりマスター労働基準法割増賃金編』

Point
休日労働であっても、深夜時間帯（22時～5時）には、深夜手当が必要
となります。



例）所定労働時間が22時～の7時間、休憩時間が3時～1時間の場合

22：00 5：00 6：00

深夜のみ

7：00

所定労働時間7時間+休憩1時間

所定
労働時間

法定時間
内残業

法定時間外残業

割増率

25％以上25％以上

ああ勘違い！事例

・所定労働時間が深夜時間から開始される場合に、最初から150％で計算。
・法定労働時間を超え、時間外労働時間となり、深夜労働時間帯に突入した
場合は、時間外労働割増（25％）と、深夜労働割増（25％）の両方に
該当しますが、深夜労働時間として150％として計算されているところが
多く見受けられました。



法定時間内残業

所定労働時間を、７時間30分などと定めている会社もあります。

その場合、法定労働時間までの７時間30分から８時間までの30分間は

時間単価（時給）の支払いは必要となりますが、

時間外労働の賃金割増を支払う義務はありません。

所定労働時間7.5H
時間外労働時間

割増賃金発生

法定内
残業時
間0.5H

会社規定残業時間

法定時間外
労働時間

時間単価（時給）の支払いは必要
時間外労働の割増は支払い義務なし

出典：石原清美（2022）『中小企業のためのトラック運送業の時間外労働削減の実務』より作成



法定時間内残業

ああ勘違い！事例

・実際に休憩時間を取得しているとは、考えられにくいケースがあります。

所定労働時間７時間30分勤務したのち、法定労働時間までの30分は休憩し、

８時間を超えた時間から時間外労働を認めると就業規則などに明記されて

いる場合がこれにあたります。実態に沿った規程を作成しましょう。

・休憩時間を10時から15分、15時から15分などと事実上休憩を取得することが

できる業務について規定を作成しましょう。

時間給 1,000円 時間外労働割増率 25％ 所定労働時間 7時間30分

1日8時間労働
1,000円 × 7.5時間 7,500円
1,000円 × 0.5時間 500円 （法定内残業）

合計 8,000円
１日8.5時間労働

1,000円 × 7.5H 7,500円
1,000円 × 0.5H 500円（法定内残業）
1,000円 × 0.5H × 125％ 625円（時間外労働割増）

合計 8,625円

Point
実態をみて労働時間が決まりますので、実態に沿った就業規則の作成が
必要です。



法定労働時間を超える労働を行った場合は、賃金の割増が発生

• 賃金台帳に、労働者別で下記の記載が必要となります。

①労働時間、②時間外労働時間、③深夜労働時間、④休日労働時間

（労働基準法第108条）※各労働時間数であって、金額ではない。

出典：宮古労働基準監督署『労働者を雇用したら帳簿などを整えましょう』リーフレット



法定労働時間を超える労働を行った場合は、賃金の割増が発生

～労働関係法令上の帳簿等の種類と保存期間～

出典：宮古労働基準監督署『労働者を雇用したら帳簿などを整えましょう』リーフレット



時間外労働の上限規制

・一般事業所の時間外労働の上限規制
原則、時間外労働上限⇒月45時間、かつ年360時間
特別条項の労使協定締結した上での上限年720時間以内2020/4

・自動車運転者の時間外労働の上限が年960時間以内 2024/4

働き方改革関連法改正

業務の性質上、長時間労働が必要となるケースが多く、労働時間
の是正により多くの時間を要すると判断され、時間外労働の上限規
制が猶予されていた、建設事業・自動車運転の業務・医師などにも
、2024年4月より時間外労働の上限規制が適用されます。
それにより、人手不足や利益減少など様々な問題が起こる可能性

があり、これを2024年問題といいます。



時間外労働の上限規制

出典：厚生労働省『時間外労働の上限規制わかりやすい解説』

Point
違反した場合には、罰則（６か月以下の懲役または30万円以下の罰金）
が科されるおそれがあります。



出典：石原清美（2022）『中小企業のためのトラック運送業の時間外労働削減の実務』

トラック運転者の1日は、始業時刻より24時間

自動車運転の業務に携わるトラック運転者などの労働時間は
自動車運転者の労働時間等の改善のための基準

（いわゆる改善基準告示）によって
独自の基準が定められています。

自動車運転者の労働時間管理



【トラック運転者需給の将来予測】

資料出所：公益社団法人鉄道貨物協会(2018)「平成30年度本部委員会報告書」

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

トラック運転者の労働時間管理



改善基準告示の見直し

26

出典：厚生労働省『第10回労働政策審議会労働条件分科会 自動車運転者労働時間等専門委員会トラック作業部会』資料



出典：厚生労働省『令和4年度自動車運転者の労働時間改善に向けた荷主等への対策事業』



安全第一で業務を遂行するために

日頃から労働時間を把握し

時短対応改善していくことが大切

労働時間管理表などを

作成・運用する事で管理体制を整え

日常的に労働時間管理を行うことが重要

時短

従業員の健康管理に繋がる！

長時間労働の抑制（必要な労働時間であるか？）

管理 改善

法令遵守で ご安全に ご清聴ありがとうございました


